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令和６年５月２７日 

 

美深町議会議長 南   和 博  様 

 

総務住民常任委員会委員長 小 口 英 治  

 

所管事務調査報告 

 

本委員会は、下記の事項について閉会中に所管事務調査を行ったので、会議規則第７７

条の規定により報告する。 

記 

 
調査日 

令和６年４月１９日 

 

調査事項Ⅰ  

 ふるさと納税の現状と課題について 

 

調査内容 

（１）ふるさと納税の寄付金実績と返礼品の状況 

（２）ふるさと納税の指定先と使途の金額 

 

調査方法 

聞き取り 

 

調査の内容 

 寄付金の年度別実績は令和元年度から４年までは減少が続いたが、令和４年度から

はサイトを５事業所から８事業所まで増やしたこともあり、令和５年度では増加がみ

られた。年度別決算額では令和元年度１５５，８５３千円、令和５年度７７，０９１

千円となっている。令和５年１０月からは企業版ふるさと納税も実施し、令和５年度

実績は１０件で３，０００千円となった。 

令和５年度の返礼品上位ではホワイトアスパラガス、びふかメロン、羊のホゲット

などがあり、ソフト面での返礼品として、体験型のメニューも掲載されているが、実

績は少ない状況。 

寄付金額は１０，０００円から１９，９９９円までが２，７６５件（件数比率６９．９ 

％）を占め、リピート率は１５％～１７％で推移している。  
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調査のまとめ 

道内最高寄付額は１９４億円で上位１０位までが水産関連、千歳はキリン、当別は

ロイズが入っているなど、水産産業、大企業が進出している地域が上位であり、美深

町は道内１２３位の状況。 

寄付者には町長名でのお礼状だけだが、寄付者とのコンタクトが取れる有効なアイ

テムの一つとして更なる工夫も必要。 

出品業者とは年１回意見交換をしているが、特産品開発から返礼品になりうる商品

を掘り起こすなど、官民一体による取組の充実が望まれる。また観光需要に合わせた

体験型、ソフト面での返礼品の充実と SNS・広報誌等による情報発信においても更な

る努力を期待する。 

 

 

Ⅰ ふるさと納税 年度別実績（5 カ年分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 企業版ふるさと納税実績（R5 年 10 ⽉から実施） 
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Ⅲ 令和５年度 ふるさと納税寄附⾦額別件数実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 令和５年度 ふるさと納税の指定先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ 令和５年度 ふるさと納税の使途実績 
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調査事項Ⅱ 

第９期介護保険等の現状と課題について 

 

調査内容 

（１）高齢者保健福祉計画について 

（２）介護保険事業計画について 

（３）障がい者福祉計画について 

 

高齢者保健福祉計画と介護保険事業計画について 

 

 美深町の高齢者保健福祉計画と介護保険事業計画は保健福祉施策と介護保険事業の

円滑な推進のため、両計画を一体的に策定しており、３年ごとに更新され、今期は第９

期となっている。 

基本理念として、各種の生きがい・社会参加事業や保健事業による健康の保持増進、

介護予防の取組を通じて要介護状態にならないように支援することを目指すとともに、

要介護状態になっても、可能な限り住み慣れた地域で生活できるよう支援することを目

指すとしている。 

計画策定には、１４名の委員による美深町高齢者保健福祉等計画策定委員会を設置、

住民アンケートの実施、関係者による地域ケア会議での意見聴取等も行われた。 

 

〔高齢者等の現状と各年度の推計〕 

平成２６年度をピークとして高齢者数は減少に転じており、人口減少にも伴い、令和

６年度には４人に一人が７５歳以上の高齢者になると見込まれている。 

要支援・要介護認定者等については、計画期間内は緩やかな増加が見込まれる。 

 サービス利用者数は、令和６年度で施設・居住系サービス１１１人、居宅サービス１

３５人で、いずれも計画期間中は横ばいに推移する推計となっている。 

 

〔重点課題に対する取り組み〕 

国の指針を踏襲しているが、次の６つの大項目を掲げて計画している。 

・「地域包括ケアシステムの深化と推進」 

・「認知症高齢者対策の推進」 

・「サービスの基盤整備の推進と介護人材の確保」 

・「高齢者の権利擁護」 

・「自立支援、介護予防・重度化防止の推進」 

・「災害・感染症対策」 
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〔介護保険の事業量の見込み〕 

被保険者数やサービス事業量見込をもとに、令和６年度から令和８年度までの３年間

の介護保険給付費の推計を行っているが、各年度とも約５億３千８百万円程度となり、

第８期とおおむね同水準で推移すると見込まれている。 

介護保険給付費の見込をもとに介護保険料を算出しており、介護給付費準備基金（残

高の見込２，３００万円）を取り崩さない場合、基準月額は６，１５９円となるが、３

年間で１，３００万円を取り崩すことにより、基準月額は５，９００円と設定された。 

第８期の基準月額４，５００円との比較では、１，４００円、３１％の引き上げとな

るが、主な要因としては、給付費の見込は第８期と同水準であるものの、被保険者数が

減少することによる基準額の上昇と、取り崩しが可能な基金残高の減少がある。 

所得段階を改正し、全９段階から１３段階に多段階化して高所得者の負担を引き上げ

る一方で、第１段階から第３段階の低所得者の保険料上昇を抑制することとしている。 

参考として、道内市町村の第９期保険料は全道平均で５，７３８円となり、美深町は

５４番目（第８期は１４６番目）で、引き上げ率は全道でも最も高くなった。 

上川管内市町村（広域連合含む）の平均の保険料金額は、基準月額で５，８２９円（町

村では５，８７０円）となっており、６，０００円台が１１市町・広域連合、５，０００

円台が９市町、３，０００円台が１村となっている。 

 

【質疑による答弁など】 

・地域支えあい体制の整備では、見守り体制として民間業者との協定による連携、社会

福祉協議会による一人暮らし世帯を対象とした支えあい訪問、声掛け活動が行われてお

り、今後は各自治会や細かい単位での取り組みなど、隣り近所が孤立しないようなまち

づくりを考えている。 

・社会福祉協議会による困りごと相談の実績は、令和５年度１２月現在で６０件程度と

なっており、介護保険で行えない掃除や整理、相談窓口の確認等に関する相談が多い。 

・日常生活支援体制の整備では、社会福祉協議会に配置された生活支援コーディネータ

ーの成果として、各自治会の地域サロンの設置・推進、困りごと相談、支えあいの体制

づくり、電球の取り換えや不用品の整理などホームヘルパーではできない支援も始まっ

ている。今後もニーズを把握して、新たな取り組みや仕組みづくりを進めていく。 

・認知症施策では、地域包括支援センターや名寄市立総合病院（疾患支援センター）と

の連携などで支援が進められている。 

・２事業所のグループホームをはじめ、特別養護老人ホームの改築整備も進められるが、

従事する職員の確保が課題であり、在宅生活の継続、支援に必要なホームヘルプサービ

ス、訪問看護、デイサービスなどの在宅サービスも人材確保が重要になってくる。 

・介護保険料の将来推計では、令和１２年度基準月額７，４００円余り、令和２２年度

８，５００円余りと引き上げが継続するとの推計もあり、対策として準備基金の取り崩
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しも困難になるなかで給付費用を抑えていくほかなく、そのため介護予防の取り組みが

大変重要になる。 

・介護予防に関しては、特定健診などの健診による生活習慣病の早期発見や重度化の予

防、元気な高齢者を増やす取り組みを進めたいとしており、令和６年度からはがん検診

の自己負担の軽減、若い方の健診の無料化も始めることとしており、家族みんなで健診

を受けていただけるよう、周知にも取り組むこととしている。 

 

 

障がい者福祉計画について 

 

〔計画の基本的事項〕 

障害者基本法、障害者総合支援法、児童福祉法に基づく３つの計画を一体的に作成し

ており、計画期間は令和６年度から８年度までの３年間で、今期は第７期となっている。 

国や北海道の基本指針に基づき、障がい者の自立や社会参加の支援、福祉サービスや

地域生活支援事業の種類と利用量、サービスを確保する基本的方向性を定めている。 

計画の作成にあたっては美深町障がい者福祉計画等作成委員会（委員９人）を設置し、

美深町障がい者自立支援協議会などにおける関係者との協議、アンケート調査も実施さ

れた（１０２名を対象とし、４５名から回答）。 

障がいのある人もない人も、ともに安心して地域で生活する「ノーマライゼーション」

と、障がい者が社会的・経済的に普通の生活を営むことができるよう援助する「リハビ

リテーション」を基本理念とし、その実現のため、次の４項目を基本目標としている。 

① 障がい者施策の総合的推進体制の充実 

② 地域での支援体制の充実 

③ 地域生活の基盤確保 

④ ライフサイクルにおける個人支援体制の充実 

 

〔障がい者の現状〕 

身体、知的、精神の障がいにより、いずれかの手帳を所持している人は令和４年度末

現在３２１人、人口に占める割合８．３％であり、３年前の７．７%より割合は増加し

ている。令和５年１２月現在の手帳所持者数は、身体障害者手帳１９１人、療育手帳９６

人、精神障害者保健福祉手帳５人。難病患者数は令和４年度末３０名となっている。 

町内の障がい福祉サービスの提供体制（事業所）は、居宅介護（ホームヘルプサービ

ス）１、共同生活援助（グループホーム）１、多機能事業所１、地域生活支援センター

１、障がい者支援施設１、生活介護事業所１、地域活動支援センター１ となっている。 
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〔目標と具体的方針〕：今期の計画での新たな記載内容等を抜粋 

① 障がい者施策の総合的推進体制の充実 

「障がいを理由とする差別の解消の推進」では、アンケート調査結果からも、いやな

思いをしたことが「ない」と答えた方は４０％、いやな思いをしたことが「ある・少し

ある」と答えた方が５３%となっており、法律により障がいのある人への合理的配慮の

提供が事業者にも義務付けられたことについて周知・普及啓発に努めるとしており、す

でに広報やホームページによる周知を進めている。 

また、「障がい者（児）関係団体の活動奨励・支援」で、コロナ禍では活動範囲が限

られていたが、コロナ禍以前の活動に戻せるよう、必要な支援を行っていくとしている。 

② 地域での支援体制の充実 

第６期に引き続き、美深町の基本目標として「希望するすべての障がい者（児）が、 

安心して地域で暮らせるまちづくり」を目指すとし、その実現のための基本方針として

第６期より３項目多い１１項目を挙げており、新たに「障がい者等に対する虐待の防止」、

「障がい福祉人材の確保、定着」、「障がい者による情報の取得利用・意思疎通の推進」

を追加している。 

また、令和８年度までの主要目標として、福祉施設入所者や入院中の精神障がい者の

地域生活への移行、福祉施設から一般就労への移行について記載がある。 

多くの福祉サービスと地域生活支援事業について、提供の方針と計画期間中の見込み

量が記載されており、地域における相談体制の充実についても、町内での体制整備に加

えて名寄市内での基幹相談センター設置など、広域による相談体制も構築されている。 

「サービス提供基盤の整備」では、障がい者支援施設等から地域に移行して生活を送

る場合の基盤となるグループホームの整備や、関係機関の意見も聞きながら配食サービ

ス、外出支援について制度化の検討を行うとしている。 

③ 地域生活の基盤確保 

住居の確保、公共施設の環境整備等、移動・交通手段の確保、情報の確保、生涯学習

の振興、福祉用具の普及、所得保障・経済的支援、防犯・防災施策の推進について計画

が記載されている。 

④ ライフサイクルにおける個人支援体制の充実 

乳幼児期～学齢期～青・壮年期～高齢期の各時期に関する支援対策や施策等について、

計画が記載されている。 

 

【質疑による答弁など】 

・乳幼児期の支援対策に関して、幼児センターなどで支援の必要な子どもたちが多くな

っており、他の市町村で行われている通所サービスなどの町内での実施も期待されると

ころだが、町単独でのサービス提供は難しく、５市町村の広域により名寄市内でサービ

ス提供が行われており、数名が利用されている。 
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市部では独自の整備も行われているが、小規模町村では対象が少数であり、従事する

人材の確保、財政面など難しい面もあり、町単独での確保は難しい。 

・地域福祉活動のうち「ボランティア活動の促進」は主に社会福祉協議会が所管してい

るが、担い手の登録は多くあるものの、受け手の登録が進んでいない現状があるため、

普及啓発と人材の発掘に努めるとしている。 

・在宅で独居、夫婦のみなどで、必要な障がい福祉サービスを受けていない方など、心

配な方はいないと考えている。 

・介護保険事業所であるデイサービスふれあいにおける身体障害者のデイサービスの

提供は少数かと考えられるが、施設が移転しても継続していきたい（別に他のサービス

によっても入浴が困難な方の入浴単独のサービスも準備されている）。 

・「公共施設の環境整備等」において、施設・設備の改善（バリアフリー化等）は、 

避難場所のほか必要な個所について把握し、検討していきたいとしている。 

 

   

調査のまとめ 

 高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画、そして障がい者福祉計画は、いずれも内

容として多岐にわたるものとなっており、最近の情勢にも即していると考えられ、高齢

者、障がい者とその家族の福祉の維持・向上にとって大変重要な計画であるだけでなく、

美深町のまちづくりにおいても重要なものである。 

 国や北海道の指針等に基づくものと考えられるが、いずれの計画も美深町の置かれて

いる状況や、存在している社会資源を考慮して作成されており、今後も引き続く少子・

高齢化や人口減少のもとにおいても、必要なサービスや支援体制を維持・継続し、実施

するための人材を確保することが必要になってくる。 

 令和６年度に策定される子ども・子育て支援計画とともに福祉に関する計画はまちづ

くりの一部になるものであり、実のある推進を図るために周知広報による町民の理解の

促進にも努めながら、計画内容の推進に全力であたってほしい。 


